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貸 　借 　対 　照 　表
（令和７年６月30日現在）

（単位:千円）

資　産　の　部 負　債　の　部

項　　目 金　額 項　　目 金　額

流動資産 12,724,200 流動負債 8,233,113

現金及び預金 1,693,602 買掛金・未払金 4,834,536

売掛金 1,793,204 短期借入金 1,000,000

商品 595,707 賞与引当金 103,617

貯蔵品 80,263 未払消費税等 250,823

前払費用 634,123 資産除去債務（短期） 21,000

短期貸付金 2,310,187 前受収益 45,711

未収金 1,257,595 店舗閉鎖損失引当金 1,690,683

立替金 23,026 その他流動負債 286,741

その他流動資産 4,336,490

固定負債 43,164,198

長期借入金 41,001,875

固定資産 37,134,309 退職給付引当金 679,873

有形固定資産 4,102,647 預り保証金 1,195,166

建物 2,972,488 資産除去債務（長期） 146,767

構築物 1,807 その他 140,515

工具、器具及び備品 1,128,352

無形固定資産 3,442,824 負　債　合　計 51,397,312

ソフトウェア 922,062 純　資　産　の　部

商標権 6,657 株主資本 △ 1,417,050

のれん 2,514,104 資本金 100,000

資本剰余金 20,352,119

投資その他の資産 29,588,836 その他資本剰余金 20,352,119

子会社株式 20,912,749 利益剰余金 3,397,045

長期貸付金 3,238,844 利益準備金 25,000

繰延税金資産 2,250,240 その他利益剰余金 3,372,045

敷金・保証金 2,575,540 （うち当期利益） △ 2,965,264

破産更生債権等 1,821,538 自己株式 △ 25,266,216

その他 611,461

貸倒引当金 △ 1,821,538 評価・換算差額等 △ 121,751

繰延ヘッジ利益 △ 121,751

純資産合計 △ 1,538,801

資　産　合　計 49,858,510 負　債　及　び　純　資　産　合　計 49,858,510



 

                                個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

 子会社株式･･･原価法 

２. デリバティブ等の評価基準及び評価方法･･･時価法 

３. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品･･･総平均法による原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定） 

貯蔵品･･･最終仕入原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定） 

４．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）･･･定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物             ６年～39 年 

工具、器具及び備品 ３年～18 年 

無形固定資産（リース資産を除く）･･･定額法 

のれんの償却方法は、定額法（20年）を採用しております。 

ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

リース資産･･･定額法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

なお、貸借対照表上、リース資産については工具、器具及び備品に含めて表示してお

ります。 

５．引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

貸付金の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当

期末において発生していると認められる額を計上しております。退職給付の算定にあた

り、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定

式基準によっております。 

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の

一定の年数による按分額をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理することとしており

ます。 

６．収益及び費用の計上基準 

① 直営店におけるピザ等の販売 

顧客に商品を引き渡した時点で履行義務が充足されることから、当該時点で収益を

認識しております。 



 

② FC 加盟店への食材等の販売 

FC 加盟店への食材等の販売による収益は、FC加盟店に商品を引き渡した時点で履行

義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。 

③ FC 加盟店からの加盟金収入 

     FC 加盟店からの加盟金収入は、契約期間にわたり均一のサービスを提供するもので

あるため、時の経過に応じて履行義務が充足されると判断しており、役務を提供する期

間にわたり収益を認識しております。 

④ FC 加盟店からのロイヤリティ収入 

FC 加盟店からのロイヤリティ収入は、FC加盟店との契約に基づき、店舗営業システ

ム及び商品データを加盟店が一定期間使用して営業活動することを許諾するライセン

スを提供しており、経営指導及び店舗運営指導等の対価としてロイヤリティ収入を受

領しております。ロイヤリティ収入は、FC 加盟店の売上高に基づいて生じるものであ

り、FC 加盟店において商品が販売された時点で収益を認識しております。 

    ７．ヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、振当処理の要件を満たしてい

る為替予約については振当処理によっております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段･･･為替予約 

ヘッジ対象･･･外貨建仕入債務及び外貨建予定取引 

③  ヘッジ方針 

当社内部規程に基づき、事業活動に伴って発生する相場変動に伴う為替変動のリス

クヘッジをしており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュフロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュフロー変動の

累計を比較し、両者の変動額等を基礎として、ヘッジの有効性を評価しております。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

  有形・無形固定資産の減損後簿価 

項目 貸借対照表計上額 

有形固定資産 4,102,647  千円 

無形固定資産     3,442,824  千円 

  当社は、固定資産の減損に係る回収可能性の評価にあたり、キャッシュフローを生み出す最

小単位として、店舗を基本単位とした資産のグルーピングを行っております。このうち、営業

活動から生ずる損益が継続してマイナスになっている資産グループについて、帳簿価額を正

味売却価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。当期に計上した減損

損失については、（損益計算書に関する注記）３.減損損失に記載しております。 

  減損の兆候の把握、減損損失の認識及び測定に当たっては慎重に検討しておりますが、事業

計画や市場環境の変化により、当初見込んでいた収益が得られなかった場合や、将来キャッシ

ュフロー等の重要な仮定に変更があった場合、翌事業年度以降の計算書類において、有形固定

資産及び無形固定資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。 

 



 

（貸借対照表に関する注記） 

１.有形固定資産の減価償却累計額  5,305,712 千円 

 

２. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

その他流動資産   5,374,836 千円 

未払金       257,193 千円  

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

   販売費及び一般管理費       △2,457,348 千円                     

          内訳  広告宣伝費        837,880 千円 

                業務委託費       460,137 千円 

                  その他         8,646 千円 

          ロイヤリティ調整金     △3,764,013 千円 

 

２．店舗閉鎖損失 

    店舗閉鎖損失は主に閉店に伴う固定資産除却損や FC 加盟店に対する債権等の損失です。 

 

３．減損損失 

  （１）概要 

     減損損失の内容は次のとおりであります。 

     当事業年度において、以下の資産について、減損損失を計上しております。 

対象資産 減損損失 

のれん 59,114 千円 

     当社は、キャッシュフローを生み出す最小の単位として、店舗を基本単位としており

ます。事業用資産のうち、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっている店

舗、及び経営環境が著しく悪化している店舗について、減損処理の要否を検討し、減損

対象となった資産は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として特別損失に

計上しております。 

 

  （２）減損損失の内訳 

      のれん         59,114 千円 

      計           59,114 千円 

 

  （３）回収可能価額の算定方法 

     回収可能価額は、正味売却価額にて算出しております。 

 

 

 

 



 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当該事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式  30,367,210 株 

 

２．自己株式に関する事項 

普通株式  7,864,810 株 

 

３．剰余金の配当に関する事項 

   令和 7年 2月 26 日開催の株主総会において剰余金の配当に関する議案を決議しました。 

  ①配当財産の種類 金銭 

  ②配当財産の割当てに関する事項及びその総額  

   当会社株式 1株につき金 116 円 

   総額 金 2,610,278,400 円 

  ③剰余金の配当が効力を生じる日：令和７年 2月 26 日 

 

４. 新株予約権に関する事項 

該当する事項はありません。 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

① 繰延税金資産 
 
貸倒引当金             629,887千円 
賞与引当金                          35,830 
未払法定福利費                       5,587        
未払事業所税                        10,818 
減価償却超過額                      36,837 
退職給付引当金                     240,114 
未確定債務                       847,515 
電話加入権                          25,238 
資産除去債務            59,227 
店舗資産譲渡                         4,669 
減損損失                32,803 
加盟金収入等               64,853 
クラウド・コンピューティング契約    4,085 
のれん除却             38,496 
債権放棄              144,528 
繰越欠損金             203,927 
その他                               6,449 
繰延税金資産小計         2,390,870 
評価性引当額                      △25,238 
繰延税金資産合計               2,365,632  
 

② 繰延税金負債 
 
   事業税               63,062 

固定資産              22,460 
繰延ヘッジ損益            29,695 
その他                 172 
 



 

繰延税金負債合計                  115,391 
 
繰延税金資産の純額              2,250,240 
 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、店舗システム、事務機器等の一部については、所有

権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 

 

 

(関連当事者との取引に関する注記)                 （単位：千円） 

種類 会社名 
議決権 

割合 
取引内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 

Domino’s Pizza 

Enterprises 

Limited 

直接

100% 

ロイヤリティ 

調整金 
3,763,069 

その他 

流動資

産 

5,373,892 

オンライン 

決済サポート料

他 

1,282,214 未払金 185,455 

  

 

システム 

ライセンス使用

料他 

75,543 
前払費

用 
133,486 

 

(資産除去債務に関する注記) 

１． 資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

２． 貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務 

不動産賃貸契約に基づく契約終了時における原状回復に係る債務を有しておりますが、貸

借対照表に計上しているものを除き、当該債務に関する貸借資産の使用期間が明確でなく、

現在のところ、移転等の予定もありません。従って、いずれについても債務の履行時期を予

測することが難しく、資産除去債務を合理的に見積もることができないため、当該債務に

見合う資産除去債務を計上しておりません。 

 

（金融商品に関する注記） 

１．金融商品の状況に関する事項 

  ① 金融商品に対する取組方針 

    当社は、資金運用については安全性の高い金融資産で行い、また、資金調達については、

主に銀行借入により調達する方針であります。デリバティブ取引は、将来の為替変動リ

スク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針であります。 

 

  ② 金融商品の内容およびそのリスク 

    営業債権である売掛金は、そのほとんどがクレジット会社等の回収代行業者に対する

ものであり、リスクは限定的であります。 

    営業債務である買掛金、未払金は、ほぼすべてが２ヶ月以内の支払期日であります。一



 

部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、為替予約を利

用してヘッジしております。 

 

 ③ 金融商品に係るリスク管理 

   イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

      当社は、営業債権について、取引相手ごとに期日管理や残高管理を行うとともに、

財務状況等の悪化等による回収懸念先には信用状況を信用調査会社で確認し、取

引先の信用状況を把握する体制としております。 

      デリバティブ取引については、取引相手先を、高格付を有する金融機関に限定して

いるため信用リスクはほとんどないと認識しております。 

   ロ．市場リスク（為替の変動リスク）の管理 

      当社は、外貨建ての営業債務について、為替の変動リスクに対して、原則として為

替予約を利用してヘッジしております。 

      デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限等を定めた管理規程に従い、

担当部門が決裁者の承認を得て行っております。 

   ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、財務経理部が適時に資金繰り計画を作成し、実績との差異内容を確認する

ことで流動性リスクを管理しております。 

 

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

   金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に 

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん  

でいるため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することがあり  

ます。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

  令和７年６月 30 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については以下の

とおりであります。 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(１)長期貸付金 

(２)敷金・保証金 

3,238,844 

2,575,540 

3,232,479 

2,288,922 

△6,364 

△286,618 

資産計 5,814,384 5,521,402 △292,982 

(３)長期借入金 

(４)預り保証金 

41,001,875 

1,195,166 

41,001,875 

1,075,809 

－ 

△119,356 

負債計 42,197,042 42,077,685 △119,356 

デリバティブ取引 △103,683 △103,683 － 

現金及び預金、売掛金、短期貸付金、未収金、未収消費税等、立替金、買掛金、未払金、及び

未払法人税等については、現金であること及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近

似するものであることから、記載を省略しております。 

 

 

 



 

  

市場価格のない株式等                                            (単位：千円) 

区分 貸借対照表計上額 

非上場株式 

 

20,912,749 

非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針

第 19号 2020 年 3月 31 日）第５号に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

① 金融商品の時価の算定に関する事項 

  資産 

（１）長期貸付金 

     貸付金の時価は、元利金の合計額を、新規に同様の貸付を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸念債権について

は、回収見込額に基づいて貸倒引当金を設定しているため、決算日における貸借対

照表価額から貸倒引当金を控除した金額を時価としています。 

 

（２）敷金・保証金 

     時価については、一定の期間で区分した債権ごとに、その将来キャッシュフローを

国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。 

 

  負債 

（３）長期借入金 

     長期借入金は、変動金利によるものであり、一定期間ごとに金利が更改される条件

となっております。また、当社の信用状態は実行後、大きく異なっていないことから

時価は帳簿価額と近似していると考えられるため当該帳簿価額によっております。 

（４）預り保証金 

     時価については、一定の期間で区分した債務ごとに、その将来キャッシュフローを

国債の利回りで割り引いた現在価値により算定しております。 

 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引の時価の算定は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき

算定しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額     △68.38 円 

２．１株当たり当期純利益   △131.77 円 

      (注)１株当たり純利益の算定上の基礎 

       当期純利益              △2,965,264 千円 

       普通株主に帰属しない金額               － 

       普通株式に係る当期純利益   △2,965,264 千円 

       普通株式の期中平均株式数     22,502,400 株 



 

 

（収益認識に関する注記） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

［個別注記表]（重要な会計方針に係る事項に関する注記） ６. 収益及び費用の計上基準に記

載のとおりであります。 

 

 

 


